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名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業１１．．事業の概要事業の概要

((１１)) 名古屋港の概要名古屋港の概要
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名古屋港

○中部地域を背後圏とする名古屋港は、伊勢湾の最奥部に位置し、４市１村にまたがる広大な水域と陸
行きを有し、工業港と商業港のバランスのとれた国際総合港湾である。

○１９０７年の開港以来、着実な発展を遂げ、中部経済の海の玄関口として、地域経済はもとより日本経
済の発展に大きく貢献している。

○平成２２年、名古屋港は総取扱貨物量 ９年連続日本一（1億8,570万トン）、貿易黒字額１３年連続日本
一（5兆1,693億円）、輸出額１２年連続日本一（8兆9,398億円）となっている。
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名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業１１．．事業の概要事業の概要

((２２)) 事業概要事業概要

新規採択時評価：平成１３年度
工事着手：平成１４年度
整備期間：平成１４年度～平成２６年度
構成施設：
・岸壁（水深１６ｍ、延長３５０ｍ、耐震強化）

はくち

・泊地（水深１６ｍ、２．０ha）
・航路泊地（水深１６ｍ、７８．０ha）
・東航路（水深１６ｍ、５７０．６ha）
・道路（改良）（延長２，６００ｍ）
・ふ頭用地（３４．７ha）
・上物（管理棟、ゲート、AGV、RTG 等）

全体事業費：６７６億円（税込み、割引前）
※アンダーライン部は残事業

事業内容

名古屋港は、中部圏のものづくり産業等を支える国際港湾であり、背後圏に立地する製造業等の国際物流拠点として、
欧州・北米の基幹航路や中国を中心とする近海航路を含め、多くの国際定期航路が開設されている。
また名古屋港の位置する地域では、東南海地震の発生が予測されている。震災被害によって港湾機能が損なわれると、

背後圏ひいては我が国の社会経済に大きな影響を与える恐れがある。

飛島ふ頭南地区

目的１ 名古屋港の既存施設のコンテナ貨物取扱能力不足の解消。

目的２ 大水深岸壁（水深１６ｍ）を整備することで大型コンテナ船への対応力を高め、基幹航路の維持を図る。

目的３ 大規模地震時のコンテナ貨物輸送拠点として、物流機能を維持し地域経済を支える。

背

景

２
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評価対象施設（右軸）

名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業２２．．費用対効果分析費用対効果分析

((１１)) 取扱貨物と将来想定取扱貨物と将来想定

○外貿コンテナ貨物量の推計にあたっては、過去の取扱貨物量推移や品目を取り巻く経済指標、企業アンケート、ヒアリング調
査結果を用いることを基本とし推計。

○現状程度が予想される品目についても、過去の取扱実績を考慮して、増加傾向のものは、最新年を採用し推計。
○平成２３年以降は景気回復により想定貨物量（35万ＴＥＵ）の取扱を想定。

評価対象施設のコンテナ取扱量（TEU)の設定

コンテナ取扱状況

○名古屋港のコンテナ貨物量は、平成11年から平成20年までの10年間で、年平均伸び率5.5%の高い伸びとなっている。
○平成20年秋のリーマンショックの影響により、平成21年のコンテナ貨物量は前年の約80%の水準に減少したものの現在は回
復傾向。

将来想定

３５万ＴＥＵ今回評価

２０万ＴＥＵ
事業採択時評価
（平成１３年度）

想定貨物量

（ＴＥＵ）

事業採択時評価（前回）との想定貨物量比較

３

採択
年次

暫定
供用

整備
完了



((２２)) 費用対効果分析結果費用対効果分析結果

名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業２２．．費用対効果分析費用対効果分析

・全事業：費用対効果分析の結果、費用便益比（Ｂ/Ｃ）が５．２となり投資効果を確認。
・残事業：東航路（水深16ｍ）の整備を残しており、残事業の実施により大型船の寄港が可能となり、

港湾間の貨物輸送コストが削減可能となる。

※）総費用と総便益は平成２３年に現在価値化
４

※）四捨五入の関係で金額の和は一致しない

全事業 残事業

輸送コスト削減効果 荷主の輸送コスト削減 4,168 440

耐震強化岸壁の整備効果 震災後の輸送コスト削減便益・施設被害の回避便益 49 －

残存価値 埠頭用地の残存価値（評価期間の最終年に計上） 9 －

4,226 440

総事業費 岸壁、泊地、航路等整備費用 805 48

管理運営費 維持管理費用 8 －

812 48

5.2 9.2費用便益比（B/C)

評価期間内（単位：億円）項目
（割引後）

内容

便益
（B）

費用
（C）

合計

合計



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業２２．．費用対効果分析費用対効果分析

((３３)) 前回評価との比較前回評価との比較

－
６．８（通常分）

９６億円（耐震分） ※

２５億円（耐震分） ※

２８億円（耐震分） ※
・想定していた土砂処分場の確
保が困難となったため、既往の
土砂処分場に築堤を整備し土
砂処分を行ったことによる増額

６７６億円
５３３億円（通常分）

総事業費

事 項
事業採択時

（H13）
今 回 評 価
（Ｈ23再評価）

備 考
（前回評価との相違点）

事業諸元
岸壁（水深16ｍ）（耐震）、泊
地（水深16ｍ）、航路（水深
16ｍ） 等

岸壁（水深16ｍ）（耐震）、泊
地（水深16ｍ）、航路泊地
（水深16ｍ）、航路（水深16
ｍ） 等

泊地の施設区分を分割（船舶の
通行がある部分を航路泊地、停
泊する部分を泊地とした）

事業期間 平成14年～平成21年 平成14年～平成26年 整備計画の見直しにより期間の
延伸

総費用（Ｃ）
５２４億円（通常分）

８１２億円

総便益（Ｂ）
３，５４５億円（通常分）

４，２２６億円 ・想定貨物量の増加による増

費用対効果
（Ｂ/Ｃ） ３．８（耐震分）※

５．２

５

事業進捗率：９２％
※事業費ベース

※事業採択時（H13）においては施設

の耐震化にかかる評価を通常分とは
別に実施。



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業３３．．便益計測について便益計測について

((１１)) 荷主の荷主の輸送コストの削減輸送コストの削減

輸送コストの削減 １８４億円/年

・名古屋港を利用できない場合、他港を利用することになり陸上輸送コストが増加。
・対象施設が取扱う基幹航路（北米・欧州）の大型コンテナ船が名古屋港に寄港できない。
・同等の水深を有する代替港として大阪港を設定。

６

名古屋港

 

＜相手港＞
ロサンゼルス港

ジェノバ港

With時 名古屋港 を利用

輸送コスト 1,564 億円/年

大阪港

名古屋港

＜相手港＞
ロサンゼルス港

ジェノバ港

 

Without時 代替港 を利用

輸送コスト 1,748 億円/年



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業３３．．便益計測について便益計測について

((２２)) 震災後の幹線貨物輸送コスト削減効果震災後の幹線貨物輸送コスト削減効果

輸送コストの削減 ２５８億円/年

・ひとたび震災が発生すると、名古屋港を利用できない場合、他港を利用することになり陸上輸送コストが
増加。
・対象施設が取扱う基幹航路（北米・欧州）の大型コンテナ船が名古屋港に寄港できない。
・発生確率がもっとも高い東南海地震の被害想定エリア及び同等の水深を有する港を考慮し、代替港とし
て大阪港を設定。

輸送コスト 2,448 億円/年

Without時 代替港 を利用

大阪港

名古屋港

 

＜相手港＞
ロサンゼルス港

ジェノバ港

輸送コスト 2,189 億円/年

名古屋港

 

＜相手港＞
ロサンゼルス港

ジェノバ港

With時 名古屋港 を利用

７
輸送コストの削減 ５億円/年

地震の発生確率を考慮

※地震の発生確率により各年
の便益は増減する

※四捨五入の関係で数値は一致しない



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業３３．．便益計測について便益計測について

((３３)) 施設被害の回避施設被害の回避

((４４)) 残存価値残存価値

・対象施設を耐震強化岸壁として整備することにより、震災時に損壊を免れることができ、復旧のための追加的な支出
を回避できる差分を効果として計測。

Ｗｉｔｈ時

Ｗｉｔｈｏｕｔ時 施設復旧費：５１億円／年

施設復旧費： ０億円／年
施設被害回避額 ５１億円/年

・対象施設の供用期間後においても、ふ頭用地には残存価値があるものと想定される。供用期間の最終年次における
残存価値を計測。

ふ頭用地の価値：５３億円 残存価値 ５３億円（最終年次に計上）

８

施設被害回避額 １億円/年

地震の発生確率を考慮

※地震の発生確率により各年の便益は増減する



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業３３．．便益計測について便益計測について

((５５)) 残事業（船舶の大型化による海上輸送効率化）残事業（船舶の大型化による海上輸送効率化）

・大型コンテナ船での輸送が可能となり、輸送費用と輸送時間が削減

輸送コスト 555 億円/年

Without時 従前規模の船 を利用

＜相手港＞
ロサンゼルス港
ノーフォーク港

名古屋港

 

名古屋港

 

6,000TEU積み

輸送コスト 530 億円/年

名古屋港

 

＜相手港＞
ロサンゼルス港
ノーフォーク港

With時 大型船 を利用

8,000TEU積み

輸送コストの削減 ２５億円/年
９



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業４４．．評価の視点評価の視点

((１１)) 事業の必要性等に関する視点事業の必要性等に関する視点

((２２)) 事業進捗の見込みの視点事業進捗の見込みの視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
・世界同時不況の影響を受け、平成２１年はコンテナ貨物量が減少したが平成２２年は順調な回復傾向
を見せた。
・東日本大震災により、背後圏の主要産業である自動車企業に影響は出たが、６月頃には工場の稼働
が復旧するなど急速な回復を行っている。

２）事業の投資効果（貨幣換算以外）
・貨物の陸上輸送距離の短縮によりCO2、NOｘの排出量削減。（CO2：７７％減、NOｘ：７４％減）

・耐震強化岸壁の整備により防災機能強化、緊急輸送体制強化。

３）残事業の必要性（東航路の増深）
・基幹航路に配船されているコンテナ船の大型化への対応。

漁業者との関係など現場条件としては問題は一切無く、東航路の早期浚渫について地元要望も継続して
国土交通省に提出されている状況にあり、進捗に問題はない。

１０



名古屋名古屋港港飛島ふ頭南飛島ふ頭南地区地区国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナターミナル整備事業４４．．評価の視点評価の視点

((３３)) コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

５５．．港湾管理者への意見聴取結果港湾管理者への意見聴取結果

６６．．対応方針（案）対応方針（案）

以上により、事業を継続する。

名古屋港飛島ふ頭南地区国際海上コンテナターミナル整備事業は、名古屋港の発展のために重要な事業
であり、事業継続が妥当と考えています。
なお、今後の事業の実施に当たっては、効果的な事業手法の検討やコスト縮減の徹底を図るようお願いし
ます。
また、実施に当たっては引き続き本組合と十分な調整をお願いします。

【コスト縮減】
浚渫工事で発生する土砂処分に際し用いる排砂管について、国が購入し工事請負者に貸与することで、

排砂管リース料及び工事毎の設置・撤去費用を削減。（H23～H26で約２．１億円削減）

【代替案の立案】
残事業は航路の増深のみであるため、代替として新規の岸壁・泊地整備を行うよりも安価かつ早期に効

果を発現できる。
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